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１．はじめに ２．本研究の位置づけ 

  

近年，環境問題に対する関心の高まりの中，自動車

車両から排出されるCO2やNOx等が問題視されており，

問題解決のための方法として，自動車利用の抑制や電

気自動車や低公害車への転換の推進が進められる．特

に地方部においては，公共交通機関の整備の遅れやサ

ービス水準の低さなどの問題により，都心部に比べ自

動車交通への依存率が高く，今後も自動車の保有台数

を削減することは困難であると考えられることから，

より環境負荷の小さい自動車への転換が求められる． 

自動車の利用行動や低公害車等の普及の過程を予測

するために，自動車保有・利用行動に関する研究が国

内外で精力的に進められており，議論を分析手法によ

り集計型と非集計型のアプローチに大別すると，前者

の集計型は，広範囲の統計データに基づき全体的な保

有動向を把握するために有効である１）２）．一方，後者

の非集計型は個人あるいは世帯に着目し，明示的な行

動原理より自動車保有を分析する．非集計型のアプロ

ーチを用いた税制による行動変化の研究が盛んである

ように，この分析方法は政策変数を取り込むことが容

易であり，精度の高い評価が可能である３）．本研究は，

後者の非集計型アプローチに属するものであり，公共

交通の経営成立性が困難で衰退傾向にあるために，自

動車交通への依存率が高い地方都市を対象として，自

動車の利用・保有実態を明らかにし，環境負荷の小さ

い低公害車の普及を予測するものである．また，本研

究のように都市構造や自動車の利用の仕方が低公害車

の普及に与える影響を明らかにすることは，今後，居

住地の郊外化が人々の自動車保有，交通行動に与える

影響の分析につながると期待される． 

一方，自動車税制は自動車利用の抑制や低公害車普

及を推進する有効な手段の一つである．自動車税制の

特徴は取得段階（自動車取得税），保有段階（自動車保

有課税：自動車税，重量税），走行段階（燃料消費税：

揮発油税，地方道路税等）の各ステージで異なる政策

を打つことができるところにある． 

そこで，本研究では特に自動車交通への依存率が高

い地方都市である広島市周辺の複数の都市を対象に，

自動車（乗用車のみ）の保有・利用実態を把握し，SP

データを用いて低公害車への選択意向をモデル化する

ことを目的とする．さらに，自動車税制のうち取得段

階に関わる自動車取得税，保有段階における自動車税

と重量税が低公害車普及に与える影響を分析すると共

に，自動車の利用実態や都市構造が変化したときの低

公害車普及の予測を行う． 

 

３．調査の概要 

 

本研究で用いるデータは 2003 年 10 月～11 月に，広

島県内の広島市，呉市，東広島市，廿日市市（図 1）と

いった地方都市を対象に実施された自動車の保有と利

用実態に関するアンケート調査によって得られたもの

である．調査内容は以下に示すとおりである。 
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・世帯属性：世帯人数、自動車保有台数、住居等 

・個人属性：年齢、性別、免許、職業、自動車使用、

日常の活動等 
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図 4 過去と現在の自動車の排気量比較 
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図 5 現在の自動車特性 

  

さらに図 4，5 が示すように，過去に保有していた自

動車と現在の自動車を比較すると排気量の小さい自動

車へと乗り換える傾向にあり，また，低公害車の方が

それ以外の自動車に比べ排気量が小さいことがわかる． 

図 1 調査地区（広島県） 

 

・現在およびそれ以前に保有していた自動車属性：車

種、排気量、年式、走行距離等 

 調査は訪問配布・訪問回収により実施され，回収数

は 219 世帯（402 人）である． ５．モデルの概要 

  

４．調査結果 本研究では，自動車を購入する際に，低公害車また

は普通自動車のどちらを選ぶかといった，離散選択行

動を，次式のような 2 項ロジットモデルを用いて表現

する．  

 

 調査の単純集計の結果を図 2，3 に示す．これらの結

果より，毎日自動車を利用している人が 61％，また通

勤・通学手段に自動車を利用している人が 46％と，普

段の生活が自動車交通に依存していることがわかる．

また，対象地域において低公害車の普及割合は約 33％

であり，全国平均の約 11％と比べると普及率が高いこ

とがわかる．さらに，新たに自動車を更新・追加購入

する場合の車種選択を尋ねたところ，60％の回答者が

低公害車を購入する意思を持っており，今後一層低公

害車は普及すると考えられる． 
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は個人 n における選択肢 i の選択確率である． nip
 一方，年間走行距離を比較すると低公害車は普通自

動車に比べ 26％走行距離が長く，燃費の良さが自動車

利用の増加の一因となっていると考えられる． 

さらに，消費者は自動車の本体価格や各種税金など

の価格やその他の要因を考慮して意思決定を行ってい

ると考えられるので，v は次式によって表現すること

を提案する． 
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ここで， は自動車の本体価格， は自動車所得

税， は自動車税， は重量税であり，

1niy 2niy

3niy 4niy γ はそれ

らの和である総価格のパラメータである．したがって，

式(2)の第１項は，効用が総価格によって変化すること図 2 乗用車の利用頻度      図 3 通勤手段 



を示している．また，x は低公害車の燃料タイプを示

す説明変数でありガソリンかハイブリッドのどちらか

である（普通自動車の燃料タイプはガソリンのみであ

る）．

niq

qµ はそれに関係するパラメータである． 
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表 1 はモデルの推定結果を示したものである．尤度

比が 0.208 であるから説明力の高いモデルであると言

える．自動車の総価格（本体価格+各種税金）に関する

パラメータが有意であり，その符号が負となっている．

これは，自動車総価格が安いほど消費者の効用が高い

ことを示しており，理論的に妥当である．燃料タイプ

のパラメータは有意になっていないことから，低公害

車を選択する際にはあまり関係がないと言える． 

w は各価格（本体価格と各種税金）に関する重みパ

ラメータである．重みパラメータは次式によって算出

される．  
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     (3) 重みに関するパラメータの推定結果を見てみると，

ほとんどのパラメータが統計的に有意となっている．

まず，収入は，自動車取得税の重みパラメータに正の

影響を及ぼすが，重量税は負の影響を及ぼしている．

しかし，自動車税には影響しないということが推定結

果よりわかる．また，男性は，自動車取得税と重量税

に対し重みをおき，それとは対照的に，女性は自動車

税を重要視しているといえる．さらに，高齢者は重量

税を重要視しているといえる．一方，免許保有者はど

の税金に対しても重要視しているとはいえないことが

パラメータの符号が負であることから言える．これは，

免許保有者にとって自動車が必需品となっているため

に，各種税金が高くても自動車を必要としているため

上式は，重みのパラメータが回答者の個人属性や現

在の交通行動，居住環境（ ）によって決定される

ことを示している．説明変数 には次のような指標

を取り入れている． 

niskz

niskz

１） 個人属性：収入，年齢，職業の有無，免許の有無 

２） 現在の交通行動：自動車の利用頻度，近所，所在

市中心部，沿道の大型ショッピングセンター，広

島市内での買い物頻度と娯楽頻度 

３） 居住環境：最寄り駅までの交通手段と，所要時間 

 

６．モデルの推定 

1.062 **
-0.118 **
0.203

-9 .999 ** -7.792 ** -11.300 **
0.017 ** 0.000 -0.017 **
5.379 ** -6.390 ** 7.192 **

-0.006 -0.027 0 .335 **
-6.692 ** -1.292 -0.758
-7 .110 ** -3.119 * -2.954 **
0.365 * 0.867 ** -1.458 **

居 住 地 周 辺 -0.332 3.725 ** -4.169 **
所 在 市 中 心 部 -2.013 ** -1.287 7 .101
幹 線 道 路 沿 い の 大 型 シ ョッピ ン グ セ ン ター 5.473 ** -1.654 0 .534 *
広 島 市 内 -2.373 ** 5.039 1 .604 **

居 住 地 周 辺 -6.158 ** -0.645 ** -2.198 **
所 在 市 中 心 部 -0.292 * 2.864 ** 2.946
幹 線 道 路 沿 い の 大 型 シ ョッピ ン グ セ ン ター 3.855 1.482 ** 8.703 **
広 島 市 内 2.503 ** 5.458 ** -2.344

徒 歩 -1.570 ** 0.256 ** 0.727 *
自 転 車 0.549 ** -2.530 ** 0.161
バ イク -2.877 ** 3.977 ** 3.984 **

0.208
**：1％ 有 意 ，*：5％ 有 意

推 定 値説 明 変 数
定 数 項
総 価 格 （円 ）
燃 料 タイプ （ガ ソ リン =0、ハ イブ リッド=1）
重 み に 関 す る パ ラメー タ

定 数 項
収 入 （万 円 ）
性 別 （男 =0、女 =1）

尤 度 比

最 寄 の 公 共 交 通 機 関 ま で の 所 要 時 間 （分 ）

娯 楽 頻 度 （回 /週 ）

買 い 物 頻 度 （回 /週 ）

重 量 税自 動 車 税自 動 車 取 得 税

サ ン プ ル 数

年 齢
職 業 の 有 無 （無 =0、有 =1）
免 許 の 有 無 （無 =0、有 =1）
自 動 車 の 利 用 頻 度 （回 /週 ）

340

表 1 モデルの推定結果 



だと考えられる．自動車利用頻度の高い人は，自動車

取得税と自動車税に対しては重要視しているが，重量

税に対しての重みは低いといえる．買い物頻度，娯楽

頻度，最寄りの交通機関までの所要時間は，非常に複

雑に影響を及ぼしあっていることがわかる． 
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 表 2 は，重みパラメータの推定結果を示したもので

ある．この結果より消費者は自動車保有段階で毎年支

払う自動車税を重視して車種選択を行っているといえ，

低公害車普及のためには自動車税に対する政策を講じ

ることが最も有効であるといえる． 

 

表 2 重みパラメータの推定結果 

  本体価格 取得税 自動車税 重量税 

重み 0.197 0.000 0.803 0.000 

 

 以上の推定された結果を用いて，TDM やコンパクト

シティといった環境負荷が小さいといわれる都市構造

に変化した場合や自動車の利用頻度が変化したとき場

合の低公害車普及状況のシミュレーションを行った

（図 6）．これらの結果より，公共交通までの時間距離

が長くなるほど，また自動車の利用距離・利用頻度が

長くなるほど，低公害車への選択意向が高くなること

がわかる． 
図 6 シミュレーション結果  

 ７．まとめ 
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